
【参考資料３】 

 

南海トラフ地震を想定した地図情報（詳細地形）の整備 

 

１．背景・目的 

政府においては、今後想定される南海トラフ巨大地震で甚大な被害が生じることをできる限り防止

するため、多方面からの対応が検討されている。 

南海トラフ地震により、震度６強以上の揺れによる激甚な被害が想定される地域においても、詳細

な地形情報は未だ一部しか整備されていない。そのため防災対策立案に大きな支障となっており、崩

れた土砂量の推定、河道閉塞による土砂ダムの解消など、災害予防対策を行う上で、対象地域の詳細

地形情報が必要不可欠となっている。 

このため、未整備地域の精密標高データを整備することにより、行政機関等による適切な防災計画

の策定や発災時対応の実施に資する。 

 

２．事業の概要 

南海トラフ地震により、震度６強以上の揺れによる被害が想定される県の精密標高データ未整備地

域において、航空レーザ測量を実施し精密標高データを整備する。 

 

３．平成２６年度要望額 

国費 ２,０００百万円 

 

４．事業の効果 

南海トラフ地震により震災・津波による激甚な被害が想定される地域における、行政機関等による

適切かつ効果的な防災対策が可能となることに加え、当該地震に対する総合的な災害対応能力の向上

に貢献する。 
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南海トラフ地震により震災・津波による激甚な被害が想定される地域について、詳細
地形地図情報の未整備地域の精密標高データを整備することにより、行政機関等によ
る適切な防災計画の策定や発災時対応の実施に資する

南海トラフ地震を想定した地図情報（詳細地形）の整備

【必要性】
南海トラフ地震により、震度6強以上の揺れによる被害が想定される地域においても、

詳細な地形情報は未だ一部しか整備されていない。そのため防災対策立案に大きな
支障となっており、崩れた土砂量の推定、河道閉塞による土砂ダムの解消など、災害
の予防対策を行う上で 対象地域の詳細地形情報が必要不可欠である

る適切な防災計画の策定や発災時対応の実施に資する。

【実施内容】

南海トラフ地震により、震度6強以上の揺れによる被害が想定される県の未整備地域
において、航空レーザ測量を行い精密標高データを整備する。

の予防対策を行う上で、対象地域の詳細地形情報が必要不可欠である。

航空レーザ測量により
直接地表を計測した標高データ

２万５千分の１地形図の
等高線から求めた標高データ

（河川・堤防などの詳細な地形が不明）

レーザ測量整備地域
（精密標高データがある地域） 板橋区

戸田市

荒
川

（河川・堤防などの詳細な地形が不明）

精密標高データの利用イメージ

（精密標高デ タがある地域）

数値地図５ｍメッシュ標高（一部整備） 数値地図５０ｍメッシュ標高（全国整備）

板橋区
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【精密標高データ】

脆弱性の事前把握として利用事前把握として利用

旧河道

低い地域

南海トラフ地震による被害が想定される地域における、行政機関等による適切かつ
効果的な防災対策が可能
南海トラフ地震に対する総合的な災害対応能力の向上に貢献

効
果
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